
No ﾍﾟｰｼﾞ 質問 回答

1 P4

　東電に対して県は多くのことを要請しているよ
うですが、県は東電の対応、状況などをどのよう
に見たり、感じたりしますか。

2 P4

　東電（柏崎刈羽原発）の安全対策は度重なる不
祥事により既に破綻している。これについて知事
（県）はどう考えるか伺う。

3 P5

　記載の「評価」「確認」の定義は何か。 ・「評価」とは、例えば、新規制基準に照らし、
発電所の耐震性を評価することです。
・「確認」とは、例えば、東京電力が行った安全
対策の内容を確かめることです。

4 P9

　「評価の結果、原子炉建屋等の施設で基準値を
超える傾斜量を確認した」について、基準値を超
える傾斜量を確認した原子炉建屋等を具体的に教
えてください。

　東京電力は、柏崎刈羽原子力発電所7号機に関連
する施設で基準値を超える傾斜量を確認した施設
は以下のとおりとしています。
　原子炉建屋、格納容器圧力逃がし装置基礎、大
物搬入建屋、軽油タンク基礎、燃料移送系配管ダ
クト、スクリーン室、取水路、第一ガスタービン
発電機用燃料タンク基礎、第一ガスタービン発電
機基礎

5 P10

「観測結果」の表について、1～4号機（荒浜側）
より5～7号機（大湊側）の傾斜量が大きい理由は
何ですか。

　技術委員会において、変動量の差や方向が異な
る傾斜はごくわずかであり、現在の知見の範囲で
原因を特定することは不可能との見解が示されて
います。東京電力は、今後も測量を継続し、傾向
を確認していくとしています。

6 P11

　「地盤改良による耐震強化工事」の耐用年数は
どの程度なのですか。

　港湾・空港における深層混合処理工法技術マ
ニュアルによると、地盤改良については、一般的
に長期（少なくとも30年程度）に亘って強度は低
下することなく増大するとされています。

7 P12

　「段差対策」と「浮き上がり防止対策」は基準
地震動による耐震性が確保されているのですか。

　東京電力は、「段差対策」と「浮き上がり防止
対策」については、基準地震動に対する耐震性を
確保しているとしています。
　また、通行に支障のある段差が生じた場合に
も、段差を復旧し通行性を確保できるよう重機や
資材を配備するとともに訓練を実施しているとし
ています。

8 P18

　「USBメモリを持ち込ませない対策」とあります
が、USB メモリの携帯を確認する方法は容易では
ないように思いますが、「持ち込ませない対策」
とは具体的にどのようなものですか。

　東京電力は、周辺防護区域へUSBメモリを持ち込
ませない対策として、警備員による荷物検査と金
属探知機によりチェックを行っているとしていま
す。

9 P19

「代替循環冷却設備」の図について
1　廃棄物処理建屋と原子炉建屋はどのくらい離れ
ているのですか。
2　廃棄物処理建屋と原子炉建屋をつなぐ配管は地
下に埋設されているのですか。
3　代替熱交換器車と廃棄物処理建屋をつなぐ「新
設配管」は地下に埋設されているのですか。
4　上記の配管には高濃度の放射性物質を含んだサ
プレッションプール水が流れると思うのですが、
配管からの被ばく、漏れ出たプール水による被ば
くなどの対策はしているのですか。

東京電力への確認の結果、
1：廃棄物処理建屋と原子炉建屋は、隣接していま
す。
2,3：代替循環冷却設備の配管で地下に埋設してい
る箇所はありません。また、「新設配管」は原子
炉建屋内の地下階に設置しており埋設されていま
せん。
4：代替循環冷却設備は遠隔で運転操作が可能な設
計とすることで被ばくを防止しています。仮に漏
えいが発生した場合は運転を停止して漏えい箇所
を隔離し、現場で対応が必要な場合は、被ばく防
止措置を講じた上で対応するとしています。

10 P21

　後付けであるコリウムシールドの耐震性は確認
しているのですか。

　東京電力は、地震に対する構造強度評価を行
い、耐震性を有することを確認しているとしてい
ます。

「柏崎刈羽原子力発電所に関する安全対策の確認と原子力防災の取組の状況」の内容に関する質問への回答

　不適切な事案が続いていますので、まさに実績
と行動で、安全性、特に核物質というものを扱う
事業者としての、業務に臨む姿勢が問われている
と思いますので、しっかり是正してもらいたいと
思います。
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No ﾍﾟｰｼﾞ 質問 回答

「柏崎刈羽原子力発電所に関する安全対策の確認と原子力防災の取組の状況」の内容に関する質問への回答

11 P23

　「プルーム通過時の運転員の被ばくを低減する
ため、中央制御室に中央制御室待避室を設置」と
ありますが、その場合、国や自治体に「プルーム
通過」の事実を報告しますか。

　東京電力は、原子力災害対策特別措置法25条報
告として、モニタリングポストの情報を国や自治
体に通知するとしています。

12 P24

「現在の体制図」について、自治体等への情報の
統括はどうなっているのですか。

　東京電力は、自治体等の社外関係機関への通
報・連絡は、通報班が実施し、対外対応統括が統
括する体制としているとしています。

13 P27

　「東京電力が原子力規制委員会に回答した原子
力事業者としての基本姿勢については、保安規定
に書き込むとした」結果、2021年に核物質防護の
重大な不備が判明した際、基本姿勢を東京電力は
履行していたのかどうかについて規制委員会は検
討しなかったのではないですか。なぜ、炉規法で
義務付けられている核物質防護規定にも基本姿勢
を書き込まなかったのですか。

　原子力規制委員会は、当時、「東京電力が確約
した取組は、基本的に、原子力設置者としての安
全文化の醸成に関わる事柄であるから、当委員会
としては、これらについて、保安規定に明確に記
載されるべきものと考える」として保安規定に記
載したと承知しています。

14 P28

　フィルタベント設備で除去できない放射性物質
は何ですか。

　キセノン、クリプトンなどの貴ガスの除去はで
きません。

15 P28

　「代替循環冷却設備が使用不能の場合」とは具
体的にどのような状況ですか。

　代替循環冷却設備を運転するために必要な設備
が使用できない状況、例えば、電源の喪失あるい
は系統の配管・弁の損傷等により復水移送ポンプ
等が動かなくなることが考えられます。

16 P29

　「遮蔽壁」とは何ですか。 　原子炉建屋の中で、二次格納施設と付属棟を隔
てる壁です。事故時に放射線量が高くなる二次格
納施設側から、付属棟側へ出る放射線を低減しま
す。
　なお、フィルタベントの使用時に操作する弁
は、付属棟側から操作します。

17
P30,
35

　30ページと35ページのベント実施のフロー図に
ついて
　1　炉心損傷発生後のベント実施のフロー図が2
種類に分かれているのはわかりにくいので、1つの
フロー図にまとめてください。
　2　ベント実施を判断するのは誰ですか。
　3　ベント実施を判断した場合、そのことを自治
体と住民にベント実施前に伝えますか。
　4　県当局は、東京電力にベント実施の決定を自
治体と住民に伝えるよう要請していますか。

1：30ページは格納容器の破損防止を目的としたベ
ントのフロー、35ページは原子炉建屋の水素防護
を目的としたベントのフローであり、ベント実施
の判断基準等が異なるものです。

2：東京電力は、発電所長の責任において、当直副
長が判断し実施するとしています。

3,4：東京電力は、ベント実施を判断した場合、原
子力災害対策特別措置法25条報告として「ベント
予想時刻」をベント実施前に自治体に通知すると
しています。

18 P34

　最大収容人数は184人で居住性対策の設計もして
いるとのことですが、一人当たりの床面積はどの
くらい確保されているのですか。

　東京電力は、対策本部の一人当たりの床面積は
約2.5㎡確保しているとしています。

19 P35

　「水素爆発対策」について、福島事故に関する
新知見として下層階での水素滞留による水素爆発
の可能性が指摘されていますが、35ページに記載
されている「PAR」「ブローアウトパネル」「トッ
プベント」はすべて最上階に設置されている水素
爆発対策です。下層階での水素爆発対策は必要な
いのですか。

　東京電力は、下層階においては、格納容器の
シール材強化による格納容器からの水素漏えいリ
スク低減対策に加え、水素漏えいが想定される部
屋に対しては、通気性のよい扉へ改造したり、事
故時に扉を開運用するなど、水素が滞留しないよ
うに対策を講じているとしています。また、水素
が下層階に滞留することなく、原子炉建屋最上階
へと移行しPARが有効に機能することを解析により
確認しているとしています。
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20 P35

　そもそも事故時の大量の水素発生のメカニズム
すら明白に指摘されていない。燃料棒の細いパイ
プの材料となっているジルコニウムと高温の水と
の反応で大量の水素が発生したという。今は代替
のパイプが未だ製造されていない状況なので、そ
の現実認識が求められるのではないか。

　燃料棒被覆管に使用されているジルコニウム
は、高温になると水と反応して水素が発生する
「ジルコニウム－水反応」が起こることが知られ
ています。
　原子力発電所では、冷却水喪失事故などで炉心
が高温になると、燃料の部材に使用されているジ
ルコニウムと水蒸気が反応して大量の水素が発生
する現象が明らかになっています。
　

21 P38

　「配管が基準地震動Ｓｓに対して機能を維持で
きることを評価、確認している」とありますが、
配管の中越沖地震による影響と劣化をどのように
評価して基準地震動Ssによる解析をしたのです
か。

　東京電力は、配管を含めた発電所設備の目視点
検などの点検及び地震応答解析による構造強度評
価によって、中越沖地震による影響がないことを
評価した上で、基準地震動Ｓｓによる解析をして
いるとしています。

22 P40

　「使用済燃料プール自体は十分な強度があると
考えている」について、「強度がある」で文を終
えずに「と考えている」としたことに疑問があり
ます。「十分な強度があると考えている」ことの
根拠は何ですか。「十分な強度」とは何に対する
強度ですか。

　東京電力は、使用済燃料プールは水頭圧による
荷重、地震荷重に加え、誤って燃料集合体を落下
させてしまった場合に発生する荷重に対して、貯
水機能を維持するための十分な強度を有している
ことを解析により確認しているとしています。

23 P41

　「残余のリスクへの対応としては、保守的な基
準地震動を策定する」とありますが、保守的な基
準地震動をも超える地震動を想定することが「残
余のリスクへの対応」ではないのですか。「残余
のリスクへの対応」として海域の連動評価にF-B褶
曲群を加えることをしないのはなぜですか。

　東京電力は、残余のリスクへの対応として、保
守的な基準地震動を策定するとともに、想定を超
えた事象に対しては、可搬型設備の活用など、大
規模損壊対策による影響緩和を図るとしていま
す。
　また、基準地震動の策定に際し、不確かさの考
慮として、海域の連動評価でF-B褶曲群を考慮して
いるとしています。

24 P49

　これまでの避難訓練で避難は万全なのか？ 　県では、広域避難計画策定後、計画に定めた手
順等を確認するとともに、原子力災害時における
対応力の向上を図るため、定期的に訓練を実施し
ています。
　引き続き、国、市町村、関係機関と連携し、訓
練で明らかになった課題の解決に取り組むととも
に、様々な想定や避難手段による訓練を実施する
ことによって、原子力災害時における対応力のさ
らなる向上を図っていきます。

25 P50

　原子力災害時の防護措置等の概要では「原子力
災害に特有な対策を講じることとしている」と記
し、無用な被ばくを避けるために様々な対応がな
される事となっていますが、県は住民の被ばくの
線量限度をどの様に考えているのですか。

　原子力災害対策指針を踏まえ、県民の安全を最
優先に、被ばくが健康に影響がないようにとどめ
られ、かつ、大きな混乱なく確実に実行できるこ
とについて、相当程度の確証が持てるよう、広域
避難計画の実効性を高めていきます。
　なお、原子力災害のような緊急時の被ばくにつ
いては、国際放射線防護委員会より、国におい
て、年間20～100ミリシーベルトの範囲で基準を設
定するよう勧告されています。
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26 P50

　PAZは5km圏内、UPZは30km圏内と国が決めている
ので、、、と言うのであるが、新潟県としては
「それで十分」と思っているか、国が言っている
のだから「仕方がない」と思っているのか。即ち
「県独自」のまたは「県としての主体的な意見、
県民を守るという観点」を持つ気はないのか。上
記はその1例。補償のあり方もそう。県としての
「絶対実現したい」制度は希望としても持たない
のか。

27 P50

　核施設からの距離がいつも30km圏と表示されて
いるが、福島の事故で汚染地域が、郡山・福島、
また会津の河川を通して新潟県まで影響が有った
事を考えると、短か過ぎるのでは？冬の季節風
（強風）で、特に東・南方面への汚染が進むので
はないか。日本海側の季節風は福島県のものより
拡段に強いので、柏崎より東側南側半径70～80km
の地域は尽大に汚染されてしまうだろう。それを
踏まえての準備を完璧に行っていなければならな
い。今の30km圏半径図は少なくとも60km圏に広げ
るべきだ。

28 P50

　福島事故を見ても、風向きによって60km～100km
まで考えなきゃならないのは明らかなのに、どう
したものだ？地図外に「県全域を監視地域とす
る」と有るが、ならば県全域を着色で示して何ら
かの意味があるのだと知らしめるべき

29 P50
（当日質疑の質問概要）
　避難を５kmまでとする根拠は何か。

30 P50

　PAZとUPZの範囲を再検討できないか。

31 P50

　説明で、UPZを拡大するように要望していること
は評価できます。それ以外で、国に見直しを要望
していることは何ですか。また、国や規制委員会
の方針とは違って、現時点で県独自にすべきこと
を提言していることはありますか。あれば教えて
下さい。

　PAZ、UPZという原子力災害対策重点区域の範囲
は、原子力災害対策特別措置法に基づき策定され
た、原子力災害対策指針において目安が定められ
ています。
　本指針は、福島第一原発事故を踏まえ、また、
国会、政府、民間の各事故調査委員会による報告
書等で指摘された多くの問題点を考慮した上で、
原子力規制委員会が策定しています。
　県としては、本指針を踏まえ、原子力災害対策
重点区域の範囲を定めており、拡大等は要望して
いません。
　県としましては、避難計画の実効性向上のた
め、原子力災害時の避難路の整備等を要望してい
るところです。

32 P50

　佐渡はUPZでもPAZでもないが、遮るものがない
ので風向きによれば危険。どうして避難するか。

　国の原子力災害対策指針では、ＵＰＺ外におい
ては、放射性物質の放出後についてはＵＰＺにお
ける対応と同様、放出後の空間放射線量率が一定
の基準を超えた地域で避難等を実施することとさ
れており、県地域防災計画では、緊急時モニタリ
ング結果のほか、事故の状況等によりＵＰＺにお
ける対応と同様、避難等を実施することとしてい
ます。
　避難等の際は、自家用車をはじめ、バス、船舶
等あらゆる手段を用いて避難を実施することとし
ています。

33 P51

（当日質疑の質問概要）
　事故の際、ＰＡＺの住民は避難し、ＵＰＺの住
民は屋内退避になるが、これが本当に事故に遭っ
たときの住民の感情に合っているか。

　屋内退避の有効性、有用性をしっかりと周知す
るよう国に要望しており、住民の方々に周知、理
解していただくために、訓練等を行っています。

　PAZ、UPZという原子力災害対策重点区域の範囲
は、原子力災害対策特別措置法に基づき策定され
た、原子力災害対策指針において目安が定められ
ています。
　本指針は、福島第一原発事故を踏まえ、また、
国会、政府、民間の各事故調査委員会による報告
書等で指摘された多くの問題点を考慮した上で、
原子力規制委員会が策定しています。
　県としては、本指針を踏まえ、原子力災害対策
重点区域の範囲を定めています。
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34 P51

（当日質疑の質問概要）
　福島の事故では大変情報が混乱して、不必要な
被ばくもしたかと思う。そこについての評価をど
のようにしているのか。現在、県あるいは関係す
る市町村の方はどのような訓練をしているのか。

　福島第一原発事故の教訓を踏まえ、国で定めた
指針があり、それを国、県、市町村と連携し、住
民、県民の方々に周知し、また訓練を通して、対
応できるように、県としてもしっかり取り組んで
いきます。

35 P52

(3)即時避難区域（PAZ）における対応では、 「放
射性物質が環境へ放出される前から避難する」
「ただし、即時に避難することが困難な住民は、
適切な避難手段が確保されるまで放射線防護対策
機能を有する施設に屋内退避する」ことになって
います。しかし現時点では、大雪の場合、PAZは
“遠くに避難することなく、何ら防護措置が取ら
れていない家に居る“ 事とされています。何故、
このような避難の仕方が許されるのか、”やむを
得ない“では済まされない事なので、きちんと説
明して下さい。

36 P52

（当日質疑の質問概要）
　ＰＡＺの住民の方は事故が起きたら優先的に避
難するのだという説明がある一方、積雪時は、屋
内退避をすることは、明らかに矛盾している。対
策指針に問題があるこの点を県はどのように県民
に説明するのか。

37 P52

　12月1日の「地域原子力防災協議会作業部会」で
示された「PAZにおいても避難経路の除雪が完了す
るまで屋内退避を継続する」という方針は、52
ページの記載内容と異なり、PAZ 圏内住民の被ば
くを容認する方針であり、認めることはできな
い。2014年に規制委員会が発表したシミュレー
ション結果では、木造家屋に屋内退避してもPAZ圏
内の被ばく線量はIAEAの基準を上回る。県は12月1
日の作業部会の方針を認めるのか。

38 P52

　豪雪の際の避難について、何も記されていませ
ん。その場合の対策はどう考えているのでしょう
か。事故が起きた場合、心配です。

　避難委員会には、福島第一原発事故を踏まえた
検証をお願いしており、豪雪時の避難に関する項
目はありません。
　県としても、豪雪時における対応は重要と考え
ており、現在、国、県、市町村、関係機関で構成
する柏崎刈羽地域原子力防災協議会作業部会にお
いて、対応の検討を進めています。

39 P55

　バス協定があるとの説明だが、協定には1mSvを
超えたら協力できないとなっているのではない
か。事故時に本当にバスの協力が得られるのか。

40 P55

　質問の中にもあったが、一般住民の避難に関し
てバスの手配や運行についてバス協会との協定が
締結されているというが、一刻を争う災害時にお
いて、そのバスの手配がどれだけ実効性のあるも
のなのか、あらゆる災害に対応し得るものなの
か、その点についての県側の具体的認識が見えて
来ない。

41 P55

　＜安全性向上のための取り組み＞に「…バス事
業者から住民避難に必要となるバスの手配や運航
について支援を受けることとし…」とあるが、新
潟県バス協会との協定書（要請基準）第3条には
「1ミリシーベルトを下回る場合に協力を要請する
ものとし、超える恐れがある場合は協力を要請し
ないものとする」となっている。原発の重大事故
やテロ等を考えると1ミリシーベルト超える場合が
十分想定できる、バスの要請ができない場合のバ
スによる避難は可能なのか、可能ならばその方法
と可能台数をお聞きしたい。

　バス協会と締結した協定においては、従事者の
業務実施による被ばく線量の予測を行い、1mSvを
下回る場合に協力を要請することとしています。
　予測の結果、従事者の被ばく線量が1mSvを超え
る恐れがある場合は、自衛隊等の実動組織に協力
を要請することとしています。

　原子力規制委員会の定める原子力災害対策指針
では、従前から、避難等を実施するべきであって
も、その実施が困難な場合には、国や地方公共団
体の指示により屋内退避を行うものとされていま
す。
　このため、屋内退避の指示のあった住民の皆様
には、まずは屋内退避を実施していただき、避難
が実施できる準備が整った段階で、指示に従って
避難していただくこととしています。
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42 P55

（当日質疑の質問概要）
　原子力災害時に利用できるバス台数について、
何台確保しているのか。

　県内のバス事業者の保有台数は、約2,000台であ
り、災害時には協定（原子力災害時における人員
の輸送等に関する協定）に基づき、バス事業者に
協力を要請し、必要な台数を確保することとして
います。

43 P55

　１mSvを超え、バスが来ない場合、自衛隊はどれ
程の時間で刈羽村に来れるのか。

　到着までの時間は災害の状況によって異なるた
め、一概に申し上げることは困難ですが、県とし
ては、遅滞なく避難が行えるよう、自衛隊に協力
要請を行います。
　なお、刈羽村は、全域がPAZに指定されているこ
とから、全面緊急事態（GE）となった場合には、
放射性物質が放出される前の段階で、予防的に村
上市への避難を行います。

44 P55

　この前の避難訓練での問題点。また、雪や地震
時、車での避難は無理ではないか？

　令和5年10月下旬から11月上旬に実施した原子力
防災訓練のうち、住民避難訓練での課題は、マイ
カーによる避難者に対する避難経路等の丁寧な情
報提供、住民の誘導等における自治体と自衛隊な
ど実動組織の役割分担等について、検討が必要で
はないかと考えているところです。
　また、原子力災害時において、原則、自家用車
による避難としていますが、車による避難が困難
な場合に備え、航空機や船舶など、あらゆる避難
手段を検討することとしており、車以外の避難手
段を活用した避難訓練も実施しているところで
す。

45 P56

　ヘリコプターには何人乗れるのか。ヘリコプ
ターは何台も来て、次々に搬送するのか。船舶が
来るまでにどのくらい時間がかかるのか。

　ヘリコプターの定員については、種類により
様々です。
　なお、ヘリコプターや船舶等の活用について、
原子力災害時には、県災害対策本部や柏崎刈羽原
子力防災センターの原子力災害現地対策本部に自
衛隊も参集した上で、現地の状況を踏まえて要請
内容等について調整を行うこととしています。こ
うした調整の手順については、原子力防災訓練等
を通じて、事前に確認しているところです。

46 P61

　避難時のバスの確保の話がありました。学校や
保育園の子どもたちをバスで避難させなければな
らない時、バスは実際確保できるのですか?PAZ
UPZの学校や保育園の原子力事故を想定した避難訓
練はやらないのですか?

　学校等における児童の保護者への引渡し訓練
は、令和２年度から柏崎市及び刈羽村において一
部の学校にご協力いただき実施しています。
　学校等における原子力災害時を想定した避難訓
練は重要だと認識しており、引き続き、市町村と
連携して進めていきます。

47 P62

　放射線防護対策工事の対象がなぜ10キロ圏内の
社会福祉施設等なのか。少なくともUPZ園内とすべ
きではないか。

　放射線防護対策事業については、現在、国の基
準では、ＵＰＺ圏内の範囲に所在する要配慮者等
の屋内退避施設が対象となっており、概ね10kmを
超える地域については、災害時に孤立するおそれ
がある施設などに限定されています。
　そのため、県としては、国に対し、放射線防護
対策事業の対象範囲の拡大などについて要望して
いるところです。

48 P64

　屋内退避での被ばく防護対策として、安定ヨウ
素剤服用以外に何があるのか。

　屋内退避においては、「外気の流入を防ぐこ
と」、「汚染防止・除染を図ること」等の考え方
から、以下のような対策が挙げられます。
　・外から帰ってきたら、顔や手を洗い、うがい
をする
　・換気扇などを止める
　・ドアや窓を閉める
　・食品にはフタやラップをする
　・ペットを家の中に入れる
　なお、安定ヨウ素剤の効能又は効果は放射性ヨ
ウ素による甲状腺の内部被ばくの予防又は低減を
することのみであり、避難、一時移転、屋内退
避、飲食物の摂取制限等の他の防護措置と組み合
わせて活用することが重要です。

6



No ﾍﾟｰｼﾞ 質問 回答

「柏崎刈羽原子力発電所に関する安全対策の確認と原子力防災の取組の状況」の内容に関する質問への回答

49 P66

「通過証」にはどのようなことが記載されるの
か。「測定部位の読み取ったカウント数」は記録
されるのか。されない場合、自分や家族がどの程
度被ばくしているかは、どのようにして把握する
のか。

　通過証には通過年月日、検査場所、発行者名が
記載されます。
　なお、通過証は、検査等の結果、基準値以下と
認められた場合に、発行されるものであり、除染
をしても基準値を超過する場合、原子力災害医療
協力機関等に搬送のうえ、診療を実施します。
　また、国の原子力災害対策指針においても、放
射性ヨウ素の甲状腺への集積の程度を定量的に把
握する甲状腺被ばく線量モニタリングの実施が求
められているところです。
　県としましては、福島第一原発事故の教訓や国
の動きを踏まえ、事故後早期の甲状腺被ばく線量
の把握について、検討していきます。

50 P66

　スクリーニングはおしなべて実行できるのか。 　原子力災害時にスクリーニングが適切に実施で
きるよう、マニュアルの策定や、必要な資機材の
整備、実動訓練などに取り組んでいます。

51 P69

　UPZの屋内退避では、安定ヨウ素剤服用指示はい
つ出るのか。一時移転や避難の際に服用するので
は遅すぎるのではないか。事故状況やDIANAの拡散
予測等に基づいた服用指示を出すべきではない
か。

52 P69

　安定ヨウ素剤の服用について、説明と事前質問
の回答で、それで間に合うのか。事故がおこって
24時間、爆発がおこって2時間以内に服用しないと
甲状腺が守れない。規制委からの指示を待ってい
て、間に合うのか。

53 P69
（当日質疑の質問概要）
　安定ヨウ素剤は間に合うのか。

54 P72

　30キロ圏外のモニタリングポスト設置状況はど
うなっているのか。30キロ圏外の汚染状況はどの
ようにして把握するのか。

　ＵＰＺ（概ね30km圏）外の放射線モニタリング
については、国が原子力事業者の協力を得て、走
行サーベイ、航空機モニタリング等の機動的なモ
ニタリング手法を用いて空間放射線量を把握する
こととしています。
　ＵＰＺ（概ね30km圏）外には、県内全域で24地
点にモニタリングポストが設置されています。

55 P74

　いざ事故が発生した時、県および市町村は適切
な対応ができるのか、事故を想定した行政側の研
修や訓練は具体的にどのように取り組んでいるの
か。
　一元的な情報の共有と必要な人の必要な情報を
必要な時に情報の提供が重要であるが、とても困
難なことでもある。具体的にどの様に準備してい
るのか。

　毎年、国や県が主催し、県や市町村の防災関係
職員向けの研修を実施し、原子力防災の基本的な
項目から災害時の防護措置を検討する図上演習な
どを実施しています。
　また、国、県、市町村、関係機関が多く参加す
る原子力防災訓練等を実施することにより、住民
の避難手順の確認やバス事業者と連携した車両の
確保、災害対策本部会議の開催など原子力災害時
の対応力の向上を図っているところです。
　情報伝達についても、防災行政無線、広報車、
ラジオ、県ホームページなど多様な手段により住
民に伝達することとしており、原子力防災訓練に
おいて、防災行政無線を利用した住民広報等を実
施しているところです。

56 P81～

　東電に要請した項目について、東電の回答はい
つ来るのか。回答を公開するのか。

　東京電力へ要請した項目を含め、避難委員会で
示された課題への取組状況等については、取組の
進捗状況に応じて適宜公表していきます。

57 P81～

　各検証報告に共通している事故と被災に至る過
程で国の対応、事前対策の不備が言われている。
これに対する報告を受けての県としての対応が不
明である。

　各検証報告書に記載された国の課題について
は、国に対応を求め、その対応を確認していきた
いと考えています。

　安定ヨウ素剤の服用指示は原則として、原子力
規制委員会が原子力施設の状況、緊急時モニタリ
ング結果等を勘案し、服用の必要性を判断し、原
子力災害対策本部又は地方公共団体は、その判断
に基づき、住民に服用の指示を出すことになって
います。
　ＰＡＺでは事前配布を行っています。ＵＰＺで
は、今現在、市町村で事前配布を行っているとこ
ろもありますが、行っていない市町村でも、今
後、事前配布をすることになっています。
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58 P96

（当日質疑の質問概要）
　避難に関する交通シミュレーションを組み合わ
せた被ばくに関するシミュレーションは重要とし
ておきながら、なぜしないのか。

　シミュレーションについては、課題解決のため
の具体的な目的を持って、地域の現状に基づいた
想定や目的に沿った条件を設定し実施すべきもの
と考えています。
　課題解決のために必要と判断されれば、具体的
な想定や条件を検討、調整し実施したいと考えて
います。

59 P96

（当日質疑の質問概要）
　避難について、実効性を高めると言ったが、シ
ミュレーションをどういう形でやるかまだ決まっ
ていない、必要があればするというご回答だっ
た。では、実効性を高めることはできないという
ことになるが、どうか。

　避難計画の実効性向上については、説明会で配
布、説明した「柏崎刈羽原子力発電所に関する安
全対策の確認と原子力防災の取組の状況」に具体
的な取組を記載していますが、様々な取組によっ
て高めています。
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